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は　じ　め　に
　これまで，製造業の国際経営については研究がすすんできたが，サービ
ス産業の国際経営についての研究は遅れている。そうした状況がなぜ生ま
れたのか，これまでのテキストでサービス産業についてはどのように扱わ
れてきたのか，サービス産業の国際経営はどの程度進んでいるのか，サー
ビスの定義とその特徴，プロダクトサイクル論からサービス産業の国際化
をどの程度説明できるかなどについて本論文では述べる。
１．　なぜサービス企業の国際経営か
　経済のサービス化が論じられて久しいが，海外投資においても製造業よ
りも非製造業による投資が増えている。日本の最近の対外直接投資実績を
みると（表１），２００８年〜２０１２年まで製造業よりも非製造業における直接投
資が多い。その内訳を見ると，金融・保険業が多い年，通信業が多い年，
卸・小売業が多い年など年によって非製造業のなかでも業種が大きく変動
していることがわかる。これは，大きな M&A案件が成立した年に，その
業種が大きくなっていることが反映している。
　なお，本論文では，サービス産業を総務省による日本標準産業分類（平
成２５年１０月改定）における大分類のうち，大分類Ｆ（電気・ガス・熱供
給・水道業），大分類Ｇ（情報通信業），大分類Ｈ（運輸業，郵便業），大分
類Ｉ（卸売業，小売業），大分類Ｊ（金融業，保険業），大分類Ｋ（不動産
業，物品賃貸業），大分類Ｌ（学術研究，専門・技術サービス業），大分類
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Ｍ（宿泊業，飲食サービス業），大分類Ｎ（生活関連サービス業，娯楽業），
大分類Ｏ（教育，学習支援業），大分類Ｐ（医療，福祉），大分類Ｑ（複合
サービス事業），大分類Ｒ（サービス業〔他に分類されないもの〕，大分類
Ｓ（公務〔他に分類されるものを除く〕），大分類Ｔ（分類不能の産業）と
する。したがって，サービス産業とは農・林業，漁業，鉱業，建設業，製
造業を除く産業である。
　身近なところでも，いわゆるサービス企業１）の海外進出を観察すること
ができる。たとえば，日本にも外資系のサービス企業が進出している。古
くはマクドナルドが外資系の企業としては比較的早く１９７１年に東京銀座三
越１階にオープンし，現在は３，０９３店舗を運営している２）。スターバックス 
コーヒーは１９９６年銀座に第１号店「銀座松屋通り店」をオープンし，２０１４
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表１：わが国の業種別対外直接投資実績
（単位　億円）
業 種 別 対 外 直 接 投 資
暦　年
非製造業製 造 業
サービス業不動産業
金融・ 
保険業
卸売・ 
小売業
通信業
–２，７７５–１７０–５１，９７８–１３，３９５–１，６９７–８５，８０８–４６，５１２２００８
–２，０５４–４１９–１４，５６４–７，８３８–３，６１４–３９，０６５–３０，８３１２００９
–１，４０４–６４２–９，６５９–１，５０４–８，５０５–３３，８８１–１５，５０７２０１０
–３，２０６–１，９３８–１５，０８１–９，８７５１，５４１–４５，６６３–４５，５９９２０１１
–３，４７２–１，９７６–１１，３８５–１４，７０８–５，７８３–５８，４０２–３９，３８０２０１２
–７，２９２–３，０５９–２６，３８８–１２，６３２–２３，１６７–９１，００１–４１，４８４２０１３
－（マイナス）は資本の流出（対外直接投資の実行又は対内直接投資の引揚げ）
を示す。
資料　日本銀行「国際収支統計」より作成
 １）　ここで，サービス企業とは第３次産業に属する企業全般をいう。
 ２）　日本マクドナルドホールディングス株式会社　平成２７年１２月期　第１四半期決
算短信（平成２７年５月１日）２ページ。
年末で１，０７３店舗を運営している３）。その他，ファストファッションとして
知られる米国の GAP，スウェーデンの H&M，スペインの ZARAなどの企
業も日本へ次々と進出している。
　日本からもアジアを中心に流通関係企業の進出が，近年増大している。
たとえば，セブンイレブン，ローソン，ファミリーマートなどのコンビニ
エンスストア，イオンやイトーヨーカドーなどの総合スーパー，さらにユ
ニクロ（ファーストリテイリング）や無印良品（良品計画）などである。
さらにサイゼリヤや寿司チェーンなどの飲食業の海外進出も盛んになって
きた。
　サービス産業の国際経営といえば，日本では総合商社が明治時代から海
外進出をしており，戦後も早くから海外進出を行っていた。また，銀行や
不動産なども海外進出を進めてきた。総合商社の海外進出については日本
独自の海外進出形態として研究も進み，銀行の海外進出も多国籍銀行とし
て研究が進んできた。
　しかし，そのような一部の産業を除いてサービス業の国際経営は研究が
遅れた。国際経営関係のテキストでもサービス産業を扱ったものは最近に
なってからである。たとえば，山崎清・竹田志郎編『テキストブック国際
経営』では，１９８２年発行の初版，１９９３年発行の新版ともサービス産業の国
際経営について扱った章はない。また，吉原英樹編著『日本企業の国際経
営』（１９９２年）でもサービス産業の国際経営について扱っていない。ただ，
吉原英樹著『国際経営』（１９９７年）では，「第２章　多国籍企業」の中に
「４　非製造多国籍企業」として日本の多国籍企業を具体的に選定して分析
している。
　最近になると，サービス産業の国際経営を扱うテキストも増えてきてい
る。吉原英樹編『国際経営論への招待』（２００２年）では，「第１３章　非製造
企業の国際経営」でサービス産業の国際経営について１つの章を設けてい
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 ３）　スターバックスコーヒージャパン株式会社　平成２７年３月期　第３四半期決算
短信（平成２７年２月１２日）２ページ。
る。安室憲一編著『新グローバル経営論』（２００７年）では，「Part ３　グロー
バル経営論の新展開：サービス産業のグローバル化」と題してその中に
「第１３章　サービス産業のグローバル化」，「第１４章　小売業のグローバル
化」，「第１５章　ホテル産業のグローバル化」，「第１６章　コンサルティング
産業のグローバル化」，「第１７章　映画産業のグローバル化：ハリウッド・
メジャー会社を中心に」と５つの章を設けている。江夏健一・太田正孝・
藤井健編『国際ビジネス入門』（２００８年）では，「第１４章　グローバル・
サービス・ビジネスの新展開」という章を設け，さらにこの本を第１巻と
する「シリーズ国際ビジネス（全５巻）」では，第４巻として江夏健一・大
東和武司・藤澤武史編『サービス産業の国際展開』（２００８年）が出版されて
いる。２０１４年７月には多国籍企業学会第７回全国大会において，統一論題
『サービス業における多国籍企業化の特性について』が開催され，サービス
産業の国際経営の研究が盛んになってきた。
　では，なぜサービス産業の国際経営に関する研究が遅れたのであろうか。
その原因としては，国際経営研究の本格的な始まりと言える１９６０年代の
ハーバードビジネススクールの研究からサービス産業を対象としないとい
う多国籍企業研究を限定したからではないかと思われる。
　１９６５年から研究が進められた「ハーバード大学多国籍企業プロジェクト」
は，世界の多国籍企業研究，国際経営研究のうち最初の大規模な研究で
あったが，そこでは「研究の大半は米国の親会社によって経営されている
製造業や石油・鉱業に属する多国籍企業を理解することに重点を置いてい
る」４）としていた。また，「銀行，商社，運輸会社は，本研究の主たる目的
からはずされている」５）と述べ，サービス企業については研究対象から外
されていた。ただし，なぜ銀行，商社，運輸会社について本研究から外し
272─ ─
修道商学　第　５６　巻　第１号
 ４）　Raymond Vernon, Sovereignty at Bay: The Multinational Spread of U.S. 
Enterprises, Basic Books, １９７１, p. ７，レイモンド・バーノン，霍見芳浩訳『多国
籍企業の新展開　追いつめられる国家主権』ダイヤモンド社，１９７３年， ８ページ。
 ５）　Ibid. pp. ６–７，同書８ページ。
たかについての説明はない。この研究において，上記のように鉱工業に属
する大企業から対象とする多国籍企業を選定して，様々な研究がなされた
ことが，その後の多国籍企業研究，国際経営論研究に影響を与え，サービ
ス産業の研究が遅れたといってもよいであろう。
２．　サービスの特徴
　サービスは様々な要素を含むこともあり複雑である。そのため，サービ
スを定義することも困難をともなう。グルンルースは，「１９８０年代から，
サービスを定義する方法についての議論があったが，決定的な定義は同意
にいたらなかった。それにもかかわらず，１９９０年に次の定義がひとまず提
案された。」 ６）として，次のような定義を示している。「サービスは，程度の
差はあるものの目に見えない活動から成立するプロセスであり，それはた
いてい，しかし必ずいつもではなく，顧客とサービス従事者やサービス提
供者の物的資源や製品やシステムとの間の相互作用において発生し，顧客
の抱える問題へのソリューションとして提供される。」７）
　ここでは，プロセスと相互作用ということを重視していることが特徴的
である。その上で，グルンルースは，サービスには次の３つ特徴があると
指摘する。
　１．サービスは，活動あるいは一連の活動を含むプロセスである。
　２．サービスは，大なり小なり，生産と消費が同時に行われる。
　３．顧客が共同生産者として，そのサービスの生産プロセスにある程度参
加する８）。
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６）　Christian Grönroos, Service Management and Marketing: Customer 
Management in Service Competition, Third Edition, John Wiley & Sons Ltd., 
２００７, p. ５２,　C・グルンルース，近藤宏一（監訳）／蒲生智也（訳）『北欧型サー
ビス志向のマネジメント　競争を生き抜くマーケティングの新潮流』ミネルヴァ
書房，２０１３年，４４ページ。
７）　Ibid., p. ５２，同書，４４ページ。
８）　Ibid., p. ５３，同書，４５ページ。
　上記１の「プロセス」というのは，例えばホテルの宿泊を考えると，ど
のホテルを予約するかについて旅行会社の窓口で相談をするところから始
まる。あるいはインターネット上でホテルの予約サイトでどのホテルが良
いかと考えるところから始まる。実際にホテルにチェックインするときの
フロント係とのやりとりもプロセスである。部屋に入って実際に宿泊して，
チェックアウトするまでのホテルの従業員との関係（朝食の案内，コン
シェルジュに質問をするなど）も一連のプロセスである。さらには，何日
か後，あるいは次回の予約までそのホテルについて記憶が甦るというプロ
セスも存在する。これは，ホテルを含む旅行全体，映画館での映画鑑賞，
演劇鑑賞，スポーツ観戦などでも同様である。
　上記２の「生産と消費が同時に行われる」というのは，「不可分性
（inseparability）」の特徴とも呼ばれるが，これは，プロセスであるからこそ
生まれる特徴である。例えば，電車に乗るという鉄道のサービスは，電車
に乗って移動するというサービスを鉄道会社から提供される。上で例に挙
げた演劇鑑賞，スポーツ観戦など，また結婚式や披露宴，飲食店でのサー
ビスも同様である。ここで，問題になるのは，ものと違ってやり直しがき
かないことである。品質をあらかじめ保証することはできない。気象状況
や地震によって鉄道が遅れれば，時間通りに到着するということは保証で
きない。スポーツ観戦でひいきのチームが敗れれば，見に行った意義が大
きく変わることになるがこれこそ保証できない。
　上記３の「顧客の参加」は，グルンルースがサービスの定義でキーワー
ドとした「相互作用」に関係する。旅行のプランを立てる場合は，顧客と
旅行会社の担当者で話し合いをしながら，より良いプランを作っていく。
企業のコンサルタントも，顧客である社長とコンサルタントとの話し合い
の中でより良い企業の戦略アドバイスができるようになる。大学の授業で
も，学生から良い質問が活発に出れば，教師も発想が広がってより良い授
業空間が生まれるだろう。反対に何も質問が出なければ淡々と授業は進ん
でいくかもしれない。これらは，「顧客の参加」によって顧客との「相互作
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用」が生まれるという事例であろう。
　上記３つの特徴の他に，いくつかの特徴がある。まず，サービスは在庫
ができないという特徴である。飛行機，レストランの空席，ホテルの空室
など空いているからといって翌日に振り替えるわけにはいかない。満席，
満室であればそれ以上は対応できない。レストランは満席でも待ってもら
うことはできるが。次に，サービスの「無形性（intangibility）」については，
グルンルースは次のように否定的な考えを述べている。「多くのサービスは
有形性の高い要素も含んでいる。例えば，ホリディリゾートのベッドやア
メニティ，レストランの食べ物，運送会社によって用いられる文書，修理
店によって使われるスペア部品などである。」「無形性は絶対的にサービス
を特徴づけるものではないということを心にとどめておくべきである。」９）
　無形性に関連して，「サービスの財務的優位性」１０）という観点から，サー
ビスの特徴を「生産手段のための資本が不要」，「固定費の欠如」というこ
とを述べる論者がいるが，これは誤解であろう。法務サービス，会計サー
ビス，コンサルティング，広告サービスなどのいわゆるプロフェッショナ
ルサービスについては当てはまるだろうが，サービス産業のなかには固定
費が多く必要とする産業もある。東京ディズニーリゾートを運営する（株）
オリエンタルランドの２０１４年３月決算の有価証券報告書によると，総資産
６，６４５億３８百万円のうち，有形固定資産が４，３８７億８８百万円と総資産の
６６．０％が有形固定資産なのである。装置型製造業の代表ともいえる製鉄会
社の代表的企業である新日鐵住金（株）では２０１４年３月決算の有価証券報
告書で見ると，総資産７兆８２２億８８百万円に対し，有形固定資産は２兆
６，１２２億８０百万円と有形固定資産の割合は３６．９％にすぎないのである。
　（株）オリエンタルランドの有価証券報告書にある有形固定資産等明細
表に，「当期増加額」のうちの主なものとして，新しいアトラクションが載
せられている。たとえば，２０１４年３月決算では，機械及び装置としてアト
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 ９）　Ibid., pp. ５４–５５，同書，４７ページ。
１０）　今枝昌宏『サービスの経営学』東洋経済新報社，２０１０年，１３〜１４ページ。
ラクション「スター・ツアーズ」リニューアル５１億６７百万円，建設仮勘定
として同じ「スター・ツアーズ」関連で１４億６６百万円が計上されている１１）。
その他の年も毎年のようにアトラクションの新設，リニューアル等で有形
固定資産を増やしている。入場者数を増やすために必要だとはいえかなり
の設備投資が行われていることがわかる。なお，（株）オリエンタルラン
ドは，日本標準産業分類では，大分類 N（生活関連サービス業，娯楽業）
の中分類８０（娯楽業）のなかの８０５（公園，遊園地）の８０５３に分類される
「テーマパーク」に属する。
　サービスの定義，サービスの特徴を見てきたが，サービスはものとは異
なり様々な提供方法があること，またサービスの種類が多様であることが
わかる。
３．　多国籍企業の理論からみたサービス国際経営
　２でサービスについての特徴を述べたが，そのような特徴を持つサービ
ス産業が国際化すると製造業の国際化とはどのような違いがあるのだろう
か。ここでは，バーノンのプロダクトサイクル論１２）を例にその比較を行
いたい。１で述べた「ハーバード大学多国籍企業プロジェクト」において
バーノンは中心的な役割を果たしてきたこともあり，プロダクトサイクル
論もプロダクトすなわち製品であるから製造業を前提として考えていた。
プロダクトサイクル論は，簡単にいうと製品のライフサイクルと国際的な
生産立地の移動を組み合わせた理論である。製品のライフサイクルは，新
製品の誕生から成長，成熟，衰退という人間のライフサイクルと似たよう
な経過をたどる。それに合わせて，生産の立地が先進国から途上国へと移
動することを述べたものである。
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１１）　（株）オリエンタルランド『第５４期有価証券報告書』２０１４年，８４ページ。
１２）　Raymond Vernon, International Investment and International Trade in the 
Product Cycle, The Quarterly Journal of Economics, Vol. ８０, No. ２（May, １９６６）, 
pp. １９０–２０７.
　バーノンは新製品の段階では，まず米国に立地する米国企業によって行
われるとする。なぜなら，新製品は高価格であり，高所得者層がまず購入
するがその高所得者層が多いのが米国である。生産した新製品の市場と経
営陣との間のコミュニケーションが迅速に簡単におこなわれるためにも市
場に近接したところで生産されるとする。製品の需要が拡大し価格も低下
してくる「成熟期」の段階では，供給面では規模の経済が優位となり，市
場ではライバルが出現し，競争が激しくなり，価格競争がおこる。ヨー
ロッパなど先進国で製品需要が拡大するため，米国企業は現地生産により
現地企業に対抗する。「標準期」の段階では，生産方法が広く知られるよう
になり，コスト競争になると生産立地が労働コストの安い途上国に移動し，
米国や先進国は輸入国へと変わっていくと述べる。
　プロダクトサイクル論をサービス産業の国際化に当てはめると，説明で
きるところもあるが，説明できないところもある。国際化が比較的早くか
ら進んだのは，金融機関であろう。ただし，米国からではなく，英国から
始まっている。ジョーンズによると，英国初の「海外銀行」が設立された
のが１８３０年代のヨーロッパであった１３）。その後，フランス，ドイツ，その
他の欧州諸国の海外銀行もつくられた。１９６０年代以降に，ユーロダラー市
場の拡大とともに米国の銀行がリードする形で多国籍銀行が急速に成長し
た。現在では，途上国の銀行も先進国へ進出するなど，バーノンのいう
「標準期」に入っているといえるだろう。
　商社も古くから海外進出を果たしてきたが，英国をはじめとするヨー
ロッパの貿易商社が１９世紀に成長した。ジョーンズによれば，「アメリカに
本社を持つ多国籍貿易商社は，ほとんどなかった。アメリカの国際貿易は，
ヨーロッパよりもはるかに小さかった。他方，アメリカ企業は貿易仲介業
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１３）　Geoffrey Jones, Multinationals and Global Capitalism: From the Nineteenth to 
the Twenty-first Century, Oxford University Press, ２００５, p. １１３,　ジェフリー・
ジョーンズ著，安室憲一・梅野巨利訳『国際経営講義　多国籍企業とグローバル
資本主義』有斐閣，２００７年，１５５ページ。
者を使うよりも，自ら垂直統合することのほうが多かった。」１４）これに対し
て，日本の貿易商社は後に総合商社と呼ばれるまで発展した。特に，１９６０
年代〜１９７０年代にかけて日本の総合商社は，途上国で３人４脚型投資と呼
ばれる海外投資を組織化した。つまり，日本の総合商社と日本のメーカー
と現地企業の３社で合弁企業を作り現地に子会社を設立する方式である。
これは，日本のメーカーが海外に詳しい人材が不足していた一方で，総合
商社は現地生産の技術を持ち合わせていないこと，また，現地のパート
ナーと一緒になることで現地のリスクを軽減するという方法である。これ
は，日本独自の海外進出形態であったが，その後，日本のメーカーも海外
人材を育成したことから，また意思決定スピードをあげるために１００％出資
を重視するようになったため，現在では少なくなっている。
　このように貿易商社の海外進出はプロダクトサイクル論に見られるよう
な最も進んだ国から次々と貿易商社形態が普及するのではなく，貿易商社
が発展しなかった国（米国），独自に発展して総合商社といわれるように
なった日本のように様々な形態が生まれてきてバーノンの理論は当てはま
らないことがわかる。ジョーンズも総合商社を「sogo shosha」と記述して
いる。
　多国籍小売業については，米国のウールワースが１９６０年代には英国最大
の小売業になった。シアーズ・ローバックはラテンアメリカやヨーロッパ
に，セーフウェイ・ストアーズもヨーロッパに出店した１５）。
　現在では，米国のウォルマート，イギリスのテスコ，フランスのカル
フール，ドイツのメトロなど先進国の小売業が途上国へ進出競争をしてい
る。日本のイオンやイトーヨーカドーも中国，東南アジアへ進出している。
　１９６０年代〜１９８０年代には，米国の流通業界の最新動向を学べば，１０年後
に日本で同じ流通革命が起こるといわれ，米国流通事情視察が盛んに行わ
れたが，現在はそれも通用しなくなっている。かつては，コンビニエンス
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１４）　Ibid., p. １１０，同書，１５２ページ。
１５）　Ibid., pp. １３９–１４０，同書，１９３ページ。
ストアの運営についてセブンイレブンから学び日本でも普及し，ドラッグ
ストアがアメリカに遅れて日本でも普及し，郊外型のショッピングモール
やアウトレットモールもアメリカのお手本から生まれたものである。また，
米国のセブンイレブンはその後業績が悪化し，セブン－イレブン・ジャパン
に買収されるなど，逆転現象が見られる。そうした点はプロダクトサイク
ル論で説明できる。しかし，途上国の小売業が先進国へ進出するという形
態はまだ見られない。
　航空業界は非常に興味深い業界である。規制緩和によって格安航空会社
の参入により競争が激しくなり，先進国の航空会社の中には倒産するとこ
ろも出てきている。しかし，航空需要の拡大により発展途上国にも格安航
空会社が生まれるなど世界的な再編が進んでいる。プロダクトサイクル論
から見れば，高所得の先進国から豊かになるにつれ途上国へ航空需要が広
がり，格安航空会社の広がりがさらに需要を増している。また，途上国か
らの航空会社（例えば，エミレーツ航空）が先進国の航空会社を凌駕する
力を持つところも出てきている。
４．　日本のサービス企業の国際経営の状況
　日本では，３で述べたように，総合商社と金融機関の国際化が早くから
進んだ。金融機関はバブル崩壊後に撤退する企業が増えたが，不良債権処
理が進んだこともあり，再び海外への進出が始まっている。特に，先進国，
途上国の金融機関の買収が盛んになっている。三菱 UFJフィナンシャルグ
ループは２００８年に米ユニオンバンクを完全子会社化し，２０１２年に米地銀パ
シフィック・キャピタルを買収，２０１３年にタイのアユタヤ銀行を買収する
など積極的に海外展開をしている１６）。
　総合商社は，海外進出の歴史は古く三井物産などは明治時代から海外へ
積極的に進出していた。現在では総合商社は輸出入貿易の仲介をするだけ
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１６）　日本経済新聞，２０１３年６月２２日。
でなく，資源開発投資や製造業も子会社として経営するなど商社の域を超
えている。
　小売業の海外進出は，かつてはデパートの海外展開が盛んに行われてき
た。しかし，多くは日本人観光客あるいは現地駐在の日本人を相手にする
ものであったこともあり，近年撤退が相次いでいる１７）。デパートに代わっ
てコンビニエンスストアや大手スーパーによる海外進出が盛んに行われる
ようになった。セブン＆アイホールディングスは海外に店舗を数多く持っ
ている。米国にセブン－イレブン７，８０３店舗，エリアライセンシ ２ー８９店舗，
メキシコにエリアライセンシ １ー，８２６店舗，カナダにセブン－イレブン４９４店
舗，ハワイにセブン－イレブン６０店舗，韓国にエリアライセンシ ７ー，２３１店
舗，台湾にセブン－イレブン５，０４０店舗，そごう９店舗，中国にセブン－イレ
ブン３０１店舗，エリアライセンシ １ー，７６３店舗，イトーヨーカ堂１２店舗，そ
ごう４店舗，オーストラリアにエリアライセンシ ６ー１１店舗，フィリピンに
エリアライセンシ １ー，２８２店舗，インドネシアにセブン－イレブン１８７店舗，
そごう１３店舗，西武１店舗，タイにエリアライセンシ ８ー，１２７店舗，マレー
シアにセブン－イレブン１，７４５店舗，そごう１店舗，シンガポールにエリア
ライセンシ ４ー９３店舗，デンマークにエリアライセンシ １ー９０店舗，ノル
ウェーにエリアライセンシ １ー５６店舗，スウェーデンにエリアライセンシー
１９２店舗となっており，グローバルで５６，０００店舗ある１８）。
　また，ユニクロ，サイゼリヤなどの企業も海外進出が盛んである。
む　　す　　び
　本論文では，サービス産業の発展とともにサービス産業の国際経営も分
析しなければならないことを述べた。サービス産業の国際経営がなぜ遅れ
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１７）　デパートの海外進出と撤退については，川端基夫『小売業の海外進出と戦略 
国際立地の理論と実態』新評論，２０００年に詳しい。
１８）　セブン＆アイホールディングス『セブン＆アイホールディングス事業概要 
──投資家向けデータブック（２０１４年度版）──』４ページ。
たのかの原因のひとつとして，ハーバード大学の研究プロジェクトが製造
業のみを対象としたことからではないかと指摘した。また，サービスはプ
ロセスであり，生産と消費が同時に行われ，顧客が共同生産者としてサー
ビスの生産プロセスに参加することなどの特徴を説明した。
　サービス産業の国際化をバーノンのプロダクトサイクル論からどの程度
説明できるかを試み，説明できる分野と国によって歴史的背景や産業の状
況により説明できない分野（貿易商社）があることを説明した。最後に，
日本のサービス企業の国際経営の状況を簡単に述べた。
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